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1. はじめに 

電気機器としては歴史も古く様々な研究開発が行われて

きたモータであるが、自動車という製品を成立させるため

には、まだまだ課題も多い。本共同研究調査委員会では、2
年間の調査活動において、自動車用モータの関する技術に

ついて幅広く調査を行った。この調査活動の中で、取り上

げた様々な要素技術をシーズ技術として紹介する。 
具体的には、直接モータを構成する材料という視点から、

Nd 磁石、磁性材料、更には今後の高トルク密度化に重要な

役割を果たすであろう絶縁紙の技術動向について紹介す

る。次に、自動車用モータを駆動するための電力変換器に

大きな影響を与えるであろうパワーデバイス、最後に、自

動車用電動パワートレインを構成する際に必須となる減速

機、パワートレインのレイアウトに自由度を与えるとして

注目を集めるインホイールモータが自動車の運動性能に与

える意味について触れる。 

2. モータ材料技術 

〈2･1〉 Nd 磁石   

 (１)  Nd磁石の市場動向 

近年，Nd 磁石は日本国内で年間約 10,000 トン生産されて

いる。日本以外での生産は，主に中国で行なわれており，

その重量は日本のおよそ 1.5 倍程度といわれている(1)。一方，

Nd 磁石の用途は，HDD のボイスコイルモータ（VCM）向

け，家電や産業用のモータ向けがそれぞれ約 30%，ついで

HEV や EV の駆動・発電機や EPS などの各種補機用モー

タ向けが約 25%と続いている。近年の環境意識の高まりに

伴って，CO2排出量削減のための電力消費の低減，省エネル

ギーが求められており，家電や産業用，自動車向けのモー

タ向けの需要については，今後さらに伸びていくことが期

待されている。 
Nd 磁石が VCM 中心から各種モータにも使われるように

なったことに伴い，Nd 磁石に要求される性能も変化してき

た。従来は使用温度が室温付近であったため，磁力，すな

わち残留磁束密度（Br）の高い材料が中心に使われていた。

一方，Nd 磁石が各種モータで使われるようになると，モー

タを使用する周辺環境の変化（高温になる環境での使用等），

およびモータ回転の際の渦電流による発熱で，Nd 磁石が

100℃以上の高温に達することも多くなり，耐熱性も求めら

れるようになった。一般的に Nd 磁石の耐熱性を決める指標

は保磁力（HcJ）であるため，モータ向けの Nd 磁石には，

高磁力（高 Br）・高耐熱（高 HcJ）の材料が求められている。

すなわち、Nd 磁石には，その主成分である Nd2Fe14B 化合物

の構成元素である Nd と，磁石を高温で使うためにその耐熱

性を向上させる、すなわち保磁力 HcJ を向上させる元素 Dy 
の 2 種類の希土類元素が主に使われている。 

 (２)  Nd磁石のリサイクル 

近年の Nd 磁石の原料の価格高騰を受けて，リサイクルへ

の関心が高まり，その動向も紹介されている(6)。Nd 磁石に
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ついては，工程内屑の比率が製品の 30～40%と高いため，

工程内でのリサイクルは以前から行なわれてきた。工程内

でのリサイクルをプロセスの観点から分類すると，湿式法

と乾式法に分けられる。湿式法は，Nd や Dy を最終的に酸

性溶液中のイオンの状態にして抽出する方法である。最終

的に得られる希土類元素の純度が高く，不純物が少ないこ

とから，通常の原料と同等に扱うことができる。そのため，

総合的に見るとコスト面で有利であり，現在工業的に主流

となっている方法である。一方の乾式法は，リサイクルし

た回収物を湿式法のように原料工程まで戻さず，そのまま

磁石製造工程に投入する方法である。工程が短く原理的に

優位な点があるが，不純物量など品質管理が厄介で，生産

性が低い。 
一方，廃家電や自動車などの市中スクラップからの希土

類元素の回収は，スクラップ中の希土類元素含有比率の低

さと，磁石だけを選別して取り出しする作業の煩雑さから，

現状コスト的に見合う状況にない。ただし，日本国内での

希土類元素の確保という視点から見れば，法律も含めた総

合的な回収システムの構築が必要となるであろう。 

(３)  Nd 磁石の開発動向 

Nd 磁石には前述の通り，Nd，Dy の 2 種類の希土類元素

が使われている。一般的な Nd 磁石の材料設計指針は，全希

土類元素（Nd+Dy）の量は一定としていて，Nd を Dy で置

換した割合に応じて，Nd 磁石の保磁力 HcJ，すなわち耐熱

性が向上していく。ただし，同時に Nd 磁石の主成分である

Nd2Fe14B 化合物が，より飽和磁化の低い Dy2Fe14B 化合物に

置き換わることにより，磁石の残留磁束密度 Br は低下して

しまう。従って磁石の磁力（残留磁束密度 Br）と耐熱性（保

磁力 HcJ）はトレードオフの関係にあるといえる。このよう

な状況から，以前からモータ等で使用される耐熱性が必要

な Nd 磁石の開発の方向性は，いかに残留磁束密度 Br を下

げることなく，保磁力 HcJを向上させるか，言い換えれば，

いかに Dy を使わずに磁石の保磁力 HcJを増加させるか，と

いうところにあった。それに昨今の希土類資源，特に Dy の

価格高騰と，将来への供給不安が加わって、省 Dy 磁石の開

発への期待，要求がこれまで以上に大きくなってきたと言

えよう。 

Dy を低減して保磁力 HcJ を上げるために以前からやられ

ていた手法として，Nd磁石の結晶粒径の微細化がある(7)(8)。

Nd 磁石は主相である Nd2Fe14B 化合物の微小な粒子が，粒界

相と呼ばれる Nd がリッチな相により互いに結合している

ような組織形態を持つ。この主相粒子のサイズが小さいほ

ど Nd 磁石の保磁力 HcJが大きくなることは，経験的に知ら

れている。Nd 磁石は，原料から磁石原料合金溶解し，粗・

微粉砕，磁場中成形，焼結・時効して製造されるが，結晶

粒径を小さくするためには，微粉砕された粒子のサイズを

小さくし，さらに焼結の際に，主相粒子が粒成長しないよ

うに温度や時間などの焼結条件を管理する手法が用いられ

る。ただし微粉砕された粒子のサイズを小さくすると，酸

化の影響も受けやすくなるため，それを抑えるような工

程・管理が必要となる。また焼結時の粒成長を抑えるため

には，粒界相で別の化合物をつくり，粒成長をとめるよう

な元素（Nb，Mo，V など）を微量添加する方法がとられる。

最近ではこの粒径の微細化を追求し，平均粒径 1.1μm の粉

砕粉を用いた Dy 添加なしの Nd 磁石で，保磁力 HcJ = 1.6 
MA/m，(BH)max = 384 kJ/m3 の性能を達成したとの報告もあ

る。 

2005 年以降に開発され，現在実用レベルで Dy 削減技術

の中心となっているのが，粒界拡散法である。この方法は，

一度焼結した Nd 磁石の表面から Dy，Tb などの保磁力増大

効果のある元素を供給し，磁石内部に粒界相を通して拡散

して，最終的に主相粒子の表面にのみ Dy，Tb を選択配置さ

せる方法である。Dy，Tb を供給する方法として，これらの

フッ化物や酸化物などの化合物を Nd 磁石表面に塗布する

方法，Dy の蒸気を直接磁石に反応させる方法などがある。

この方法では，Dy，Tb が Nd 磁石の保磁力 HcJ 増大に関与

する部分のみに選択配置されるため，効率的にこれらの元

素を使用することができ，同じ保磁力 HcJを持つ通常材に比

べて大幅に Dyを削減できる(9)。さらにDyが少ないことで，

残留磁束密度 Br も同じ耐熱性を持つ通常材に比べて大きく

なる。これらの手法は磁石表面から Dy，Tb を拡散させて保

磁力 HcJを増大させる方法であるため，保磁力 HcJは原理的

に磁石表面部分ほど高くなり，内部に向かうほど小さくな

るような分布を持つことになる。したがって，特に厚さが

大きな磁石に対しては，保磁力増大効果が薄れてしまう。

ただし，厚い磁石であっても得られた保磁力分布が，その

磁石のそれぞれの部分にかかる温度や反磁界分布に適合し

ていれば，使用上問題ない場合もある。実用にはより高精

度の材料設計（保磁力分布設計）と使用環境での磁場解析

とのすりあわせが求められるが，今後このような技術の進

展は十分に期待できる。 
Nd 磁石内での Dy の最適配置による使用量削減は，従来

から二合金と呼ばれる方法で検討されてきたが，最近では

この手法をベースにさらに進化したH-HAL法と呼ばれる手

法も開発されている。Dy 源として主相合金よりも粉砕粒径

の小さな Dy の酸化物や合金粉末を用い、主相合金粉末と混

合してから磁石を製造することにより，より少ない Dy 量で

保磁力 HcJ を増大させることができる。H-HAL 法には，粒

界拡散法と異なり磁石のどの部位でも保磁力 HcJ が均一で

あるという特長がある。 

〈2･2〉 磁性材料 

鉄心には高い飽和磁束密度と低い鉄損が求められ、現在

では一般にケイ素鋼が利用されている。モータにおける主

要な損失の一つが鉄損であることから、鉄心材料の更なる

低鉄損化が期待されている。しかし、一般に磁性材料では、

鉄損と飽和磁束密度が相反する要素とされてきた。例えば、

鉄酸化物系フェライト、コバルト基アモルファス、ニッケ

ル‐鉄などでは一桁以上透磁率を高く、つまり鉄損を下げ
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ることが可能となるが、飽和磁束密度は数分の一に下がる。 
そこで、材料の原子配列構造を改良することで、相反を

打破する取り組みが行われてきた。アモルファス化もその

一つである。アモルファス化により、高透磁率化、つまり

鉄損を低く保てるが、アモルファス化を実現するために、

一定の混ぜ物が必要であり、これにより飽和磁束密度が落

ちてしまうという欠点があった。この考えを更にすすめた

のがナノ結晶材料である。10nm 程度のα－Fe を P や Cu な

どの合金のアモルファスで取り囲む構造を持つ。これによ

り、飽和磁束密度はケイ素鋼とほぼ同じ、1.8T～1.9T を確

保しつつ、透磁率はケイ素鋼の一桁上の値が実現されてい

る。実際に鉄損を比較した例でも、方向性/領域制御された

t=0.27mm ケイ素鋼と比べ、1.7T/50Hz の動作点で鉄損を半分

程度に抑えることができると報告されている(10)。 
一方で課題も残る。従来のアモルファス系の材料に比べ

改善されているとはいえ、未だその脆さは加工性に大きな

制約を課す。また、今現在、厚さ 0.02m ㎜、幅 50 ㎜程度の

リボン材の形でしか製造できないことをからも、鉄心とし

ての利用は容易ではない。加工性や量産性の改善はもとよ

り、鉄心を構成するための生産技術にもブレイクスルーが

期待される。例えば、文献(11)では、高速用途のモータを対

象として、加工性の悪いアモルファス材を利用したモータ

鉄心について検討が行われている。 

〈2･3〉 絶縁紙   

磁石・磁性材料や巻線の影に隠れがちであるが、今後重

要な技術シーズに高熱伝導性絶縁紙がある。自動車用モー

タでは、高トルク密度（短時間最大トルク/重量）が特に重

視される。このため、固定子の電流密度が高くなりがちで

あり、その結果、固定子巻線に発生する熱をいかに速やか

に処理できるかが重要なカギとなる。実際、THSⅡにおいて

は、潤滑油を直接コイルエンドに散布することで冷却を実

現している。今後、希土類磁石の使用量削減を固定子の電

流密度を更に上げることで実現する必要が出てくると思わ

れるが、一般的に樹脂が用いられるモータの絶縁紙は、固

定子の構成要素の中で、圧倒的に熱伝導率が低く、固定子

電流密度向上のボトルトルネックとなっている。 
近年、熱伝導率を 10 倍程度に向上させ、一けた台の熱伝

導率（W/m・K）を実現した PPS (polyphenylene sulfide) 樹脂

が登場し、従来、熱的な問題から金属が利用された分野で

利用され始めている。これは、樹脂に熱伝導性の高い材料

（熱伝導性フィラー）混ぜることで高熱伝導率を実現してお

り、更にフィラーを網の目のように結合させることで、金

属並みの 2 ケタ台の熱伝導率を実現したとの報告もある。 
ただし、一般に高熱伝導性フィラーは導電性の場合が多

く、樹脂としての絶縁破壊電圧が大幅に低下する、フィラ

ーを混ぜることにより、絶縁紙としての柔軟性が損なわれ

るなど、課題も多く、今後の改良が期待される。 

3. パワーデバイス技術 

〈3･1〉 HEV・EVへの SiCデバイスの期待 

SiC は Si に比べて優れた物性を持っている。特に破壊電

界強度、熱伝導度が高いという物性の優位性から，現状の

Siデバイスに比べ、２～３倍の電流密度の動作，200℃以上

の高温動作が可能であり，インバータなど電力変換システ

ムの低損失，高出力密度化が期待できる。 同じチップサ

イズなら大容量化のため複数並列接続されている素子数を

減らすことができるし，同じ定格容量の素子ならば素子サ

イズを 1/2～1/3に小さくできるので実装スペースを小さく

でき電力変換システムの小型化が図れる。またSiCでは 600V

以上の高電圧であっても MOSFETのようなユニポーラデバイ

スで Si-IGBT のようなバイポーラデバイスよりも低抵抗が

実現できるため，スイッチング損失は Si-IGBTに比べて 1/2

～1/10 に低減できる。したがって動作周波数の高周波化も

容易となり，昇降圧コンバータなどに使われているような

体格の大きなリアクトルやコンデンサを 1/2 以下に小型化

でき，インホイールモータなどモータと一体化すれば，車

両レイアウトの自由度が高められる。 

また現在のシステムでは Siパワーデバイスの動作温度の

制限から、冷却系としてエンジン冷却系を共用できず、別

系統の専用冷却水を用いているが，200℃を超える温度で動

作可能な SiC では、エンジン冷却系でも現状と同等以上の

冷却能力を確保できるため，冷却系のエンジンとの共用化、

さらには空冷化も可能になる。 

また，実際の車の通常走行時（低負荷時）では，SiC-MOSFET

では順方向電流がゼロ電圧から立ち上がるため低損失な動

作が可能であり，省エネルギー効果も期待できる。HV・EV

ではインバータシステムの小型，軽量化の効果も考慮する

と燃費が約 5～10％改善可能という試算もなされている(13)。 

〈3･2〉 SiCデバイス開発の現状と課題 

 HEV･EV 分野で期待されている SiC デバイスであるが,こ

の用途では耐圧 600～1200V,定格電流 100～400Aの大容量の

MOSFET と SBD（ショットキーバリアダイオード）が要求さ

れる。 

近年の開発事例を見てみると’07年にデンソーが100A級

の SiC-MOSFET，SiC-SBD チップを用いたインバータモジュ

ールによって車両用モータ駆動を発表した後，'08年に日産

自動車が SiC ダイオードを使用した車両用のインバータを

開発し燃料電池車での走行を発表した(14)。ロームは，本田

技術研究所と共同で，SiC-SBD，SiC-MOSFET を搭載した

1200V・230Aクラスの次世代電気動力車向けハイパワーイン

バータモジュールの開発を発表した。コンバータ回路（1相）

とインバータ回路（3相）を 1パッケージに搭載し，小型化

を実現している。パワーモジュールの性能としてスイッチ

ング損失が従来の Siデバイスと比較して約 1/4以下に低減

されており，駆動周波数を上げることができるため，従来

Si-IGBTを使用した場合の PWM周波数 20kHzに対して，4倍
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の 80kHz の高周波化も図れるとしている(15)。'09 年には三

菱電機より， SiC-MOSFET（ 5.2mm×5.2mm）と SiC-SBD

（5.2mm×5.2mm）を用いて 11kW出力の SiCインバータの開

発が発表され，従来の Siデバイスによるインバータに比べ，

70％の損失低減と体格を 1/4 に小型化を達成した(16)。その

後も各社で鉄道及びＥＶ用大容量インバータの開発例が報

告され SiC デバイスの特徴を生かした新しいインバータ内

部構造で 60kW/L という高出力密度も実証されてきている。 

 

 
図 3.1 60kW/L SiCインバータの概観 

 

以上のように，デバイスの初期特性としては十分な性能

を達成できるレベルにある。今後の課題はデバイスの大面

積化と信頼性確保の段階にある。特に自動車では負荷変動

が大きく，広範囲の電流，電圧領域で使用するため， -40

～200℃以上の全温度領域で十分なサージ耐量や，短絡耐量

が確保できることを検証する必要がある。また信頼性にお

いて最も重要な MOSFETのゲート酸化膜の寿命については 30

年以上確保できるとの報告例(17)があるが，現状では Siデバ

イスに比べてまだ寿命が短く，結晶欠陥の影響を含めて十

分な評価解析が必要である。ウエハの結晶欠陥については，

らせん転移密度が 10 分の１以下（転移密度：300 個/cm2以

下）のφ４ウエハまで実現できている(18)が， 100A 以上の

電流容量のデバイスにはさらにもう１桁から２桁の転位密

度低減が必要である。 

実用化のために残る最後の課題はコストである。HEV・EV

用 Si-IGBT が φ８インチのウエハで製造されてきているこ

とを考慮すると，単純計算では，SiCでもφ６インチ(150mm)

以上のウエハで製造しないと Siデバイスと同等以下のコス

トは実現できない。既に米国 CREE 社からは φ150mm の SiC

ウエハが実現可能であることは実証されており(19），近くに

実用レベルのものが供給されるであろう。 

〈3･3〉 実用化への展望 

SiCパワーデバイスの実用化は既に 10A程度の小電流容量

ダイオードから電源分野中心に進んでいる。また MOSFETに

ついてもサンプル出荷が開始された。今後，ウエハの低コ

スト化，大口径化，高品質化が進み 50A 程度の電流容量の

ダイオード・MOSFET が実用化に目処が立てば，太陽光発電

用パワーコンディショナ等エネルギー分野への適用が始ま

り，SiCパワーデバイスの市場が拡大するもとと予想される。

その後 100A以上の電流容量の SiCデバイスの信頼性，歩留

りが実用レベルになり鉄道及び HEV・EV への適用も開始さ

れることだろう。 

4. パワートレイン技術 

〈4･1〉 減速機 

移動体である自動車においては、重量・スペースへの制

約は厳しく駆動用モータもその例外ではない。小型軽量化

を実現するために、回転数でパワーを稼ぎ、出力軸をギア

で減速することでトルクを稼ぐ構成が利用される。このた

め、モータの設計においては、電気的な面から極対数や電

源周波数のみならず、機械的な面から減速機において実現

可能な減速比に配慮し、パワートレインとして総合的に最

適な構成の実現に貢献するよう、最高回転数を設定するこ

とが重要となる。特にインホイールモータにおいては、ホ

イール内にモータと減速機を設けることから、減速機の役

割は重要となる。 
減速機には、遊星歯車、サイクロイド機構、波動歯車機

構など、様々な仕組みが存在し、最高回転数、減速比、効

率を考慮しつつ選択することとなる。 
サイクロイド減速機(21)は、一段で大きな減速比を取るこ

とができる点に特徴がある。実際、モータの回転数を

15000rpm、最高速度を 150 ㎞/h と想定すると、減速比は 10
以上あることが望ましい。ただし、サイクロイド減速機は、

原理上揺動しながら回転することから、減速機を二つ用意

して位相をずらす、カウンターウエイトを用いるなどの工

夫が必要とされている。 
文献(22)では、効率 90% 入力軸最高回転数 15000rpm を想

定してインホイール駆動ユニットの開発が報告されてい

る。この事例では、正逆効率・最高回転数の点で、サイク

ロイド機構、波動歯車機構を退け、カウンターギア＋遊星

歯車の 2 段構成で減速比 8.5 を採用している。 

〈4･2〉 車両運動制御とインホイールモータ 

（１） 電気自動車の運動制御 
 現在の内燃機関自動車は，地球温暖化，大気汚染，化

石燃料の枯渇という大きな問題を抱えている．近年ではこ

れらの問題を解決すべく，クリーンエネルギーで駆動する

電気自動車（Electric Vehicle：EV）の研究が非常に注目され

ている．しかしながら電気自動車の優位点はこのような問

題だけには留まらない．モータを駆動力源としている電気

自動車はモータの特徴である，下記の点において大きな優

位性を持つ(23),(24)。 
1. トルク応答性が高速かつ正確 
2. 電流測定により発生トルクを正確に把握可能 
3. インホイールモータを用いればタイヤ各輪に分

散配置することが可能 
4. 回生制動トルクが発生可能 
 このモータの特徴に注目し，インホイールモータ(IWM)

を搭載した電気自動車を用いて EV ならではの車両運動制

御の研究も行われている(25) (26)。 
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 これらの車両姿勢制御の研究は，大きく並進方向，旋

回方向，垂直方向の運動に分けられる．並進方向の運動で

は，加速時及び減速時のトラクション制御やスリップ率制

御が(27-29)，旋回方向では駆動力差モーメントによるヨーレ

ート制御や，前後輪のアクティブ操舵による横滑り角制御

が行われている(30-33)。さらに，IWM 車では垂直方向にアン

チダイブ力と呼ばれる大きな力を上下両方向に発生させる

ことが可能であり，これらを利用したピッチング運動の抑

制制御やロール制御が提案されている(34-36)。 
 IWM はバネ下重量が大きくなるため，乗り心地が悪く

なる可能性があるという欠点が，一般的には懸念されてい

る。しかしながら，これらの研究成果により，垂直方向の

力を制御できるという IWM 車ならではの利点を用いて，こ

の欠点を克服しつつあることが特に重要である。以下では，

その成果の一例を簡単に紹介する(34)。 
（２） インホイールモータを用いたピッチング制御 
 ピッチング運動は特に制動時に大きく発生し，乗り心

地に大きく影響を与えるものである．そこでモータの制駆

動力を用いたピッチング運動の抑制制御法を説明する。 
 IWM 車ではサスペンションジオメトリを考えると，図

4.1 に示すように上下方向に力を発生させることが可能であ

り，力行と回生を組み合わせれば，任意のピッチモーメン

トを生成することが可能になる。図 4.2 に示す実験車両を用

いて，制動時のピッチングを抑制した結果を図 4.3 に示す。

機械ブレーキのみの場合は，点線で示すように大きなピッ

チングを発生するが，これを正負のモータトルクにより実

線のように抑制できている。 
この考え方をさらに発展させて，ピッチ・ロール・ヨー

の３次元モーメントを制御しようとする研究成果が注目さ

れている(35)( 36)。 

 
  図 4.1 IWM による上下アンチダイブ力 
 

  

  図 4.2 実験車両(FPEV2-Kanon)と搭載 IWM 

  
  図 4.3 実験結果(左：ピッチ角，右：モータトルク) 
 
 

（３） 航続距離延長制御へ向けた取り組み 
一充電走行距離は電気自動車にとって大きな問題であ

る。上記のようなアクティブ制御を行うことにより，エネ

ルギー消費よりが増えることも懸念され，実際に詳細な検

討が行われている(37)。 
これに対して，複数モータの制御を最適に行うことによ

り，航続距離を延長することが可能になるという研究も進

められている(38-41)。文献 38 では，前後輪に効率特性の異な

る IWM を用いて，各モータの発生トルクの合計値がドライ

バーの要求するトルク値を満たす条件で，前後輪のトルク

配分を最適化する方法を提案している。また，文献 39 では，

旋回時に必要なヨーモーメントを左右の IWMのトルク差で

生成することにより，前輪舵角を必要最小限に小さくし，

コーナリング抵抗を減少させることに成功している。 
IWM を用いた制御技術により安全性が向上するというこ

とは，古くから知られていたが，緊急時にのみ動くシステ

ムでは，なかなか実用化されないというのが実情であった。

今後は，本稿で紹介したような，快適性や航続距離をも改

善するような，常時作動する制御技術により，その実用化

が進むことが期待される。 
 

5. まとめ 

本稿では自動車用モータの開発に影響を及ぼすであろう

要素技術について述べた。電気機器としては成熟の域に達

している感のあるモータであるが、自動車用という製品を

成立させるための制約を通してみると、まだまだ興味深い

課題が数多く残っている。 
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